
欧州CSDDD対応に向けて、既存の仕組みを活用・高度化

サステナブルバリューチェーン構築の鍵を握る 
人権・環境デューデリジェンス2.0

各法規の要請事項を横断したデューデリジェンスの仕組みを構築
CSDDD（Corporate Sustainability Due Diligence Directive）をはじめとする欧州サステナビリティ法規で求めるデューデリジェ
ンスでは、負の影響を特定、停止・防止し、救済を行うこと、さらにはステークホルダーの巻き込みやグリーバンスメカニズムの構築
が要請されています。また欧州バッテリー規則のように原材料までたどる透明性を持ったトレーサビリティの確保や、第三者検証の取
得が新たな取り組み事項として必要となってくる場合もあります。

デロイト トーマツ グループでは、バリューチェーンマッピングの作成、企業の事業や組織の特性や潜在的なリスクを含めたリスク評価や
優先順位付け、SAQによる書面調査票の作成やヒアリング・フィードバック方法についての助言を、自社・グループ会社・国内外のサ
プライヤーへの展開を見据えて助言します。また内製化を見据え、BIツールを用いての情報収集や調査結果の分析なども支援しています。

バリューチェンマッピングをしたうえで、
優先度をつけながら、リスク評価から
是背措置検討、モニタリングまでを行う
体制を構築する必要がある

法令によっては、原材料を供給するTier
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管理方法の検討が求められる

これまでの環境マネジメントシステムの
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デロイト トーマツ グループの強味
 • 全社的リスクマネジメント（ERM）のリスク評価、CSDDDの要
求事項であるIRO評価、環境マネジメントシステムの環境影響
評価など、企業のなかにある数々のリスク評価とデューデリジェ
ンスのリスク評価の差異と共通点を明らかにしながら、共通項
を持ったリスク評価手法を検討

 • 多数存在する欧州サステナビリティ法規の共通項を見据えた、
効率的な進め方助言を提供

主な事例・実績
 • 欧州バッテリー規則に則った鉱山にまでたどる人権・環境リスク評価の
実施。事務局としてサプライヤーの秘匿性を担保しながら、サプライ
チェーンを可視化。リスクの懸念があるサプライヤーへの是正・改善確
認までを見届けた

 • CSDDDの要求事項に関して上流・自社・下流と人権・環境に関する
フィットギャップ分析を実施。ワーキンググループを組成の上、海外グルー
プ会社を巻き込んでの検討をサポート

デューデリジェンスの考慮すべきポイント
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外部受付設置だけでは終わらない負の影響を救済するためのメカニズムの構築
欧州サステナビリティ法規が求める人権・環境デューデリジェンスでは、苦情処理（グリーバンス）メカニズムの構築をそのうちに含
めています。その受付対象は社内のみならず、直接・間接サプライヤー、地域住民などにまでに開かれていることを要請しています。
対応に向けて、デロイト トーマツ グループでは外部受付機関としての受付機能から、社内の処理の仕組みのサポートする処理機能、
さらに各事案の法令の観点での相談もサポートしています。

苦情処理メカニズムの構築は、人権・環境リスク評価やサプライヤー管理のノウハウなど、多岐にわたるナレッジを結集した上で、社
内内部のステークホルダーを巻き込みながら行う必要があります。デロイト トーマツ グループは、サステナビリティに関する専門家に
加え、法務、税務、グローバルガバナンス等、様々な専門性を有したメンバーでチームを組成し、貴社社内のステークホルダーとのコミュ
ニケーションにも参画しながら取り組みを支援いたします。また、苦情処理メカニズム対応を契機として、全社的リスクマネジメント
（ERM）やサプライチェーンマネジメントの見直し、コンプライアンス／ガバナンス体制構築などの展開にも柔軟に対応しております。
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